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第 32期 事業報告 

 

 

自 平成 29年  1月  1日 

至 平成 29年 12 月 31日 

 

Ⅰ. 当社の現況に関する重要な事項 
 

1. 当期の事業活動について 

 

当期において、当社は引き続き新規及び既存顧客からのビジネスを獲得しました。 

機関投資家向け業務において、欧州投資適格債券、欧州バンク・ローン、商業不動

産関連及び欧州ハイ・イールドの運用戦略などを推進しました。また、既存の機関投

資家顧客とのビジネスを拡大し、欧州投資適格債券とハイ・イールドの複合的な運用

戦略の新規ビジネスを獲得しました。 

リテール向けの業務において、グローバル株式運用の一環としてのテーマ株式、シ

ョート・デュレーション・ハイ・イールド及びエマージング株式などの運用戦略を推

進しました。また、既存顧客からビジネスを獲得し、ショート・デュレーション・ハ

イ・イールドの運用戦略などに関わる新しいビジネスを獲得しました。 

アクサ・グループの関係会社との業務については、既存顧客とのビジネスにおいて

資産残高を増やし、平成 29 年の後半に新しいアカウントを設定しました。 

 

2. 今後の事業計画について 

 
今後の事業計画として、顧客にとって引き続き良き中長期的に信頼を得られるビジネ

ス・パートナーになれるよう努めていく所存です。その一環として、欧州でもアクサ・グ

ループ全体で積極的に取り組んでいる責任投資（インパクト投資や ESG 投資を含む）の

活動をご紹介する等、情報発信をしていきます。 

機関投資家向け業務については、拡大する様々なセグメントの顧客ニーズに対応すべ

く、海外クレジット（ユーロ及び米国）、バンク・ローン、CLO、マルチ・アセット及び

不動産やインフラストラクチャー関連の運用戦略を中心に推進していく予定です。 

リテール顧客向けの業務については、AI・ビッグデータなどのテーマ株式、債券、及

びマルチ・アセット関連の運用戦略を推進していく予定です。 

アクサ・グループの関係会社との業務については、引続き顧客のニーズへの対応、既

存ビジネスの拡大および、新しい形のビジネスの開発についてアクサ・グループの関係会

社と協働で行っていく所存です。 

 
3. 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

                                                           

（千円） 

      

期別 

 
 

項目 

第 30 期 

(2015.4.1 ～    

2015.12.31) 

第 31 期 

(2016.1.1 ～    

2016.12.31) 

第 32 期 

(2017.1.1 ～    

2017.12.31) 

営業収益 1,060,873 1,886,367 3,033,844 

経常利益又は経常

損失(△) △165,953 △23,830 436,802 
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当期利益又は当期

損失 

(税引後) 
△166,666 △42,813 360,990 

１株当たり 

当期純利益又は当

期純損失(△)(円) 
△1,991 円 59銭 △451円 11銭 3,231 円 58銭 

総資産 1,638,410 1,905,997 2,933,990 

純資産 

(株主資本) 1,034,225 1,191,417 1,752,412 

 

4. 重要な親会社及び子会社の状況 

 

① 親会社との関係 

当社の親会社は、次のとおりとなっています。 

 

会社名 資本金 当社への出資比率 事業の内容 

ｱｸｻ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰｽﾞｴｽ ｴ- 53 百万ﾕｰﾛ 100.00% 持株会社 

 

② 子会社との関係 

該当ありません。 

 

5. 主な事業内容 

a. 金融商品取引法に規定する金融商品取引業 

b. 資産の管理運用に関するコンサルティング業務 

c. 内外の経済、産業および有価証券等の投資に関する調査業務 

d. グループ会社の事業に対する事務サービス並びに技術支援およびメンテナン

スを含むサービスの提供 

e. 前各号に付帯関連する一切の業務 

 

6. 主な事業所 

    本社  東京都港区白金一丁目 17番 3号 

 

7. 従業員の状況 

 従業員数 前年比 平均年齢 平均勤続年数 

従業員の状況 36 名 4 名増 46 歳 3.1年 

 

8. 主要借入先 

該当ありません。 

 

9. その他 

特にありません。 

 

Ⅱ. 株式に関する事項 
 

① 発行可能株式総数            140,000株 

② 発行済株式総数              114,615株 
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③ 株主数                          1 名 

④ 株主の状況 

 

株  主  名 持株数 
議決権 

比率 

当社の当該株主 

への投資状況 

ｱｸｻ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ 

ﾏﾈｰｼﾞｬｰｽﾞｴｽ ｴ- 
114,615 株 100.00% 該当事項なし 

 

Ⅲ．新株予約権等に関する事項 

 

該当ありません。 

 

 

 

 

Ⅳ．会社役員に関する事項 

 

1. 取締役及び監査役の氏名等 

（平成 29年 12月 31日現在） 

地位及び担当 氏        名 重要な兼職状況 

取締役会長 田邉 昌徳 

アクサ生命保険株式会社（取締役会

長） 

アクサ損害保険株式会社（取締役会

長） 

代表取締役社長 首藤 正浩 該当なし 

代表取締役 ロマーン・リエジェール 該当なし 

取締役 松山 明弘 

アクサ・リアル・エステート・イン

ベストメント・マネジャーズ・ジャ

パン株式会社（取締役） 

アクサ・リインシュランス・アイル

ランド・リミテッド（アイルラン

ド）（取締役） 

取締役 フランシスコ・アーシラ・ボラーズ 
アクサ・インベストメント・マネー

ジャーズ・イタリア・エスアイエ

ム・エスピーエー（取締役） 

取締役 ジル・ドフィネ 該当なし 

監査役 山﨑 真一 該当なし 

 

 

 

 

2. 取締役及び監査役の報酬等の額 

 

区  分 人  数（人） 報酬等の総額（円） 

取締役 7 188,278,979円 

監査役 1 7,000,008円 

計 8 195,278,987円 
 

1. 取締役の人数および報酬等の総額は、当期における延べの人数および額を示します。 
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3. 取締役及び監査役の兼職の状況 

 

役職名 

 

氏名又は名称 

 

兼  職  の  状  況 

 

商   号 役 職 名 代表権の有無 

取締役会長 田邉 昌徳 

アクサ生命保険株

式会社 
取締役会長 無 

アクサ損害保険株

式会社 
取締役会長 無 

代表取締役

社長 
首藤 正浩 --- --- --- 

代表取締役 
ロマーン・ 

リエジェール 
--- --- --- 

取締役 
松山 明弘 

 

アクサ・リアル・

エステート・イン

ベストメント・マ

ネジャーズ・ジャ

パン株式会社 

取締役 無 

アクサ・リインシ

ュランス・アイル

ランド・リミテッ

ド（アイルラン

ド） 

取締役 無 

取締役 
フランシスコ・ 

アーシラ・ボラーズ 

アクサ・インベス

トメント・マネー

ジャーズ・イタリ

ア・エスアイエ

ム・エスピーエー 

取締役 無 

取締役 ジル・ドフィネ --- --- --- 
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監査役 山﨑 真一 --- --- --- 

 

 

4. 社外役員に関する事項 

 

① 社外役員 

 

氏名 兼職の状況 

該当なし 該当なし 

 

② 社外役員の事業年度における主な活動状況 

 

氏名 活動の状況 

該当なし 該当なし 
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Ⅴ．貸借対照表、及び、損益計算書 

株主資本等変動計算書 
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（単位： 千円）

金　額 金　額

流動資産 2,831,309 流動負債 987,356

　 現金・預金 1,553,061 未払手数料 14,791

　 未収委託者報酬 850,325 未払金 139,851

　 未収運用受託報酬 7,918 未払費用 605,678

　 未収投資助言報酬 139,052 預り金 10,200

前払費用 25,316 未払法人税等 81,867

　 未収入金 252,586 未払消費税 93,259

　 立替金 3,047 賞与引当金 7,134

　 未収還付消費税 - 役員賞与引当金 34,572

　 その他 - 固定負債 188,135

固定資産 102,681 長期未払金 453

　 有形固定資産 27,323 退職給与引当金 120,086

　 　建物附属設備 12,574 賞与引当金 7,782

　器具・備品 14,748 役員退職慰労引当金 2,098

　 無形固定資産 110 役員賞与引当金 39,162

　 　ソフトウェア 110 資産除去債務 15,865

　 　電話加入権 - 繰延税金負債 2,685

　   その他 - 負債合計 1,175,492

投資その他の資産 75,247

　   長期差入保証金 7,752 (純資産の部）

　投資有価証券 67,495 株主資本 1,752,412

資本金 450,000

資本剰余金 984,235

　資本準備金 984,235

　その他資本剰余金

利益剰余金 318,177

　その他利益剰余金

　　　繰越利益剰余金 318,177

評価・換算差額等 6,085

その他有価証券評価差額金 6,085

純資産合計 1,758,498

資産合計 2,933,990 負債・純資産合計 2,933,990

貸借対照表の注記事項

１．記載金額は千円未満の端数を切捨て表示しています。

２．支配株主に対する金銭債権・債務なし

科　目 科　目

(資産の部） (負債の部）

貸借対照表

（平成29年12月31日現在）

資産の部 負債の部

資本の部
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（単位： 千円）

金額

営業損益の部 　

営業収益 3,033,844

　 運用受託報酬 32,847

　 投資助言報酬 291,259

　 委託者報酬 1,808,264

　 その他受入手数料 138,541

　 その他営業収益 762,931

営業費用 1,254,924

　 支払手数料 35,146

　 広告宣伝費 97,739

調査費 41,987

　 委託調査費 880,138

　 委託計算費 181,134

　 通信費 12,940

　 諸会費 5,836

諸経費及び一般管理費 1,339,018

営業利益又は損失(△） 439,902

営業外損益の部

営業外収益

役員賞与引当金戻入益 305

雑益 1,118

営業外収益計 1,423

為替差損 4,523

営業外費用計 4,523

経常利益又は損失(△） 436,802

436,802

法人税等 75,812

当期純利益又は損失(△） 360,990

損益計算書の注記事項

１．支配株主との取引はありません。

２．1株当りの当期純利益3,231円58銭

税引前当期純利益又は損失(△）

損益計算書

（平成29年1月1日－平成29年12月31日）

科　目
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株主資本等変動計算書 

(平成 29 年 1 月 1 日－平成 29 年 12 月 31 日) 

 

(単位：　千円）

繰越利益剰余金

当期首残高
450,000 1,250,168 - 1,250,168 △ 508,751 △ 508,751 1,191,417 1,428 1,428 1,192,845

当期変動額

　新株の発行
112,500 87,504 - 87,504 - - 200,004 - - 200,004

　減資
△ 112,500 △ 353,437 465,937 112,500 - - - - - -

　その他資本剰余金の取崩しによる
  欠損補填

- - △ 465,937 △ 465,937 465,937 465,937 - - - -

  当期純利益又は当期純損失(△）
- - - - 360,990 360,990 360,990 - - 360,990

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
- - - - - - - 4,657 4,657 4,657

当期変動額合計
- △ 265,932 - △ 265,932 826,928 826,928 560,995 4,657 4,657 565,652

当期末残高
450,000 984,235 - 984,235 318,177 318,177 1,752,412 6,085 6,085 1,758,498

評価・換算差額
等合計資本剰余金

合計
その他利益剰余金 利益剰余金

合計

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他
資本剰余金
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１）重要な会計方針 

1． 有価証券の評価基準及び

評価方法 

 

 

 

2． 固定資産の減価償却の方

法 

 

(1) 投資有価証券 

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用して

ります。 

  

(1) 建物附属設備 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は10年です。 

 

(2）器具備品 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は5年です。 

 

3． 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 

4． 引当金の計上基準 

 

 

外貨建金銭債権債務は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

(1）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(2）賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払に備えるため、支払見込額の当期負

担分を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく期末要支給

額の100%を計上しております。 

(4) 役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支払に備えるため、支払見込額の当期負担

分を計上しております。 

 

5． その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

 
 

２）損益計算書に関する注記 

該当なし 

 

３）株主資本等変動計算書に関する注記 

当期末における発行済株式の数 

  発行済株式 

普通株式   114,615 株 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加 15,606株は、平成 29年 3 月 10日払込の

第三者割当による新株の発行による増加であります。 

  

当期末における自己株式に関する事項 

該当ありません。 

 

配当に関する事項 

配当金支払額 

該当事項はありません。 

 

基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの。 

該当事項はありません。 
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４）退職給付関係 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職給付型の制度として退職一時金制度を設けております。 

 

2. 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務  120,086 千円 

退職給付引当金  120,086 千円 

 

3. 退職給付費用に関する事項 

勤務費用  34,283 千円 

退職給付費用  34,283 千円 

 

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。
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５）税効果会計に関する注記 

  

 

繰延税金資産

繰越欠損金 292,977

賞与引当金損金算入限度超過額 40,122

未払費用否認 186,912

退職給付引当金 36,770

未払事業税 3,431

減価償却超過額 14,539

資産除去債務 4,857

役員退職慰労金引当金 642

その他 19

繰延税金資産小計 580,269

評価性引当額 △ 580,269

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 2,685

繰延税金負債合計 △ 2,685

繰延税金資産の純額 △ 2,685

法定実効税率 30.86%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

8.70%

住民税均等割等 0.20%

前期末見積計上額と前期確定申告
書との差額

△ 1.50%

繰越欠損金の充当額 △ 24.80%

評価性引当金額  2.00%

その他 1.94%

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

17.40%

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延
税金負債の修正

法人税等の税率の変更による繰延税金負債の金額の修
正はありません。

(単位：　千円）

第32期
(自　平成29年1月1日

　　至　平成29年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の
　　主な原因別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
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６）資産除去債務関係 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

1. 当該資産除去債務の概要 

事務所の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務であります。 

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を当該契約期間に応じて14.59年と見積り、割引率1.01783％を使用して資産

除去債務の金額を算定しております。 

a. 当該資産除去債務の総額の増減 

  

 

期首残高 15,588 千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 - 千円

時の経過による調整額 277 千円

期末残高 15,865 千円  
 

７）金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に関する取組方針 

当社は、主として国内の機関投資家や金融法人等を顧客とした投資一任契約によるも

の、ならびに投資信託の運用といった投資運用業、投資助言・代理業を行っておりま

す。また、経営の効率化と財務の健全化を図るため、自己資本を充実し、財務体質を

悪化させるおそれのある投機的な取引は行わないこととしています。 

(2) 金融商品の内容およびそのリスク 

当社が保有する金融商品は、主として現金及び預金、未収入金であり、当社取引先なら

びに取引金融機関の信用リスク、為替や金利等の変動から生じうる市場リスク、資金の

調達を行おうとするときに資金の調達を困難とする事態を生じうる流動性リスクがあり

ます。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

当社は、上記の金融商品ならびにそのリスクを管理するため、経理規程に基づき、適

切な資金の運用を行っています。 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

取引先としての顧客からの投資運用報酬等に関連し、取引先である顧客との契約

書の締結、公開情報等をもとに顧客の本人確認と信用状況が投資適格相当以上で

あることの確認、契約更新時における顧客の信用状況の確認等のリスク管理を行

っています。また、未収入金は、原則として６ヶ月を超えることのないように期

日管理を行っています。 

預金を行う金融機関等については信用状況の確認を行い、リスク管理を行ってい

ます。 

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

外貨建て未収入金の為替リスクについては、最長でも四半期ごとに実現し、長期

の未収入金を持たないことで為替変動リスクの低減を図り、リスク管理を行って

います。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の

管理 

当社は、経営の効率化と財務の健全化を図るため、自己資本を充実し、主として

社内の内部留保により運転資金の調達を図り、資金調達リスクに備えております。 
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平成 29年 12月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通

りです。 

 

（単位:　千円）

貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 1,553,061 1,553,061 －

(2) 未収委託者報酬 850,325 850,325 －

(3) 未収投資助言報酬 139,052 139,052 －

(4) 未収入金 252,586 252,586 －

資産計 2,795,026 2,795,026 －

(1) 未払金 139,851 139,851 －

(2) 未払費用 605,678 605,678 －

負債計 745,530 745,530 －  
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法 

資産 

(1)  現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっています。 

(2)  未収委託者報酬、(3) 未収入金 

当社の金融商品取引業に付随する業務ならびに第一種及び第二種金融商品取引業にか

かる報酬であり、すべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっています。 

負債 

(1) 未払金及び未払費用 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっています。 

 

(注 2) 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 
 

（単位:　千円）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 1,553,061 － － －

未収委託者報酬 850,325 － － －

未収投資助言報酬 139,052 － － －

未収入金 252,586 － － －

合 計 2,795,026 － － －  
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８）有価証券に関する事項 

 その他有価証券 

（単位:　千円）

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
投資信託受益証券

67,495 58,723 8,771

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
投資信託受益証券

- - -

合計 67,495 58,723 8,771
 

 

９）デリバティブ取引関係 

該当はありません。 

 

１０）関連当事者との取引 

 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容

議決権の所有

（被所有）割

合

関連当事者との

関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

千円 千円

親会社
フランス、

パリ市

52,842千

ユーロ
持株会社 事務委託契約

ｻｰﾋﾞｽ提供業務報酬

の受取(注1)
85,051 未収入金 21,379

営業費用の支払(注

1)
107,309

一般管理費の支払

（注1）
1,364

未払金 70,808

アクサ・イン

ベストメント

・マネージャ

ーズ・エスエ

ー

被所有

直接 100.00%

 
 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
 

（注１）ｻｰﾋﾞｽ提供業務報酬、営業費用及び一般管理費の収受については、当業務に関する支

出を勘案して合理的な金額により行っております。 

  

(2) 財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会

社の子会社等 

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容

議決権の所有

（被所有）割

合

関連当事者との

関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

千円 千円

ｻｰﾋﾞｽ提供業務報酬

の受取（注1）
18,006 未収運用受託報酬 4,505

投資顧問報酬の受

取（注1）
449,837

その他受入手数料

の受取（注1）
990

営業費用の支払(注

1)
98

一般管理費の支払

（注1）
7,405

ｻｰﾋﾞｽ提供業務報酬

の受取（注1）
122,079 未収入金 24,036

営業費用の支払(注

1)
629,287 未払金 236,930

一般管理費の支払

（注1）
6,067 未払費用 6,095

投資顧問報酬の受

取（注1）
671,455 未収投資顧問報酬 225,194

投資助言報酬の受

取（注1）
291,388 未収運用受託報酬 27,819

ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ媒介業務

報酬の受取(注1)
98,257 未収投資助言報酬 139,052

一般管理費の支払

（注1）
65,122 未払費用 20

投資顧問契約の

再委任等

親会社の

子会社

アクサ・イン

ベストメント

・マネージャ

ーズ・ユーケ

ー・リミテッ

ド

イギリス、

ロンドン市

20,048千

ポンド
投資運用業 －

投資顧問契約の

再委任等

親会社の

子会社

アクサ・イン

ベストメント

・マネージャ

ーズ・パリス

フランス、

パリ市

1,384千

ユーロ
投資運用業 －

－
ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引

の媒介等

親会社の

子会社

アクサ生命保

険株式会社

日本、

東京都

85,000,000

千円
生命保険業

未払金 93

未収入金 115,986
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

 

（注１）ｻｰﾋﾞｽ提供業務報酬、投資顧問報酬、その他受入手数料、営業費用、一般管理費、ﾃﾞ

ﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ媒介業務報酬、及び投資助言報酬の収受については、当業務に関する支出を

勘案して合理的な金額により行っております。 

 

(3）財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等 

 

該当事項はありません。 

 

親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（1） 親会社情報 

ｱｸｻ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰｽﾞ ｴｽｴｰ（非上場） 

（2） 重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

 

１1）1株当たり情報 

１株当たり純資産額 15,342 円 65 銭  

１株当たり当期純利益 3,231 円 58銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失については、潜在株式は存在しないため記載

しておりません。 

 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 

  

損益計算書上の当期純利益 360,990 千円 

普通株式に係る当期純利益 360,990 千円 

  

普通株式に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。 

 

普通株式の期中平均株数 111,707 株 

 

１２）重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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附属明細書(計算書類関係) 

 

 

a. 有形固定資産及び無形固定資産の明細 

 
（単位:  　千円）

資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額
減価償却累計

額
償却累計率(%)

建物附属設備
11,497      2,572       -           1,494       12,574      3,639       31.7%

器具備品
17,941      1,331       -           4,524       14,748      9,502       53.0%

計
29,438      3,904       -           6,019       27,323      13,141      44.6%

ソフトウエア
148         -           -           37          110         78          52.7%

計
148         -           -           37          110         78          52.7%  

 

 

b. 引当金の明細 

 

(単位：　千円）

区　分 当期首残高 当期増加額
当期減少額

（目的使用）
当期減少額
（その他）

当期末残高

賞与引当金(短期) 4,572 7,134 4,572 - 7,134

賞与引当金(長期) 22,986 4,511 8,437 11,277 7,782

役員賞与引当金(短期) 24,757 34,572 24,757 - 34,572

役員賞与引当金(長期) 54,114 22,041 39,934 △2,941 39,162

退職給付引当金 94,115 34,283 8,312 - 120,086

役員退職慰労引当金 - 2,098 - - 2,098
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c. 販売費及び一般管理費の明細 

 

（単位：　千円）

科　目 金　額

役員報酬 195,278

役員賞与引当金繰入額 22,041

給料・手当 471,575

賞与 148,514

賞与引当金繰入額 4,511

交際費 4,345

旅費交通費 32,312

法定福利費 49,730

保険料 8,543

租税公課 21,669

不動産賃借料 79,496

退職金 9,729

退職給付費用 34,283

役員退職慰労引当金繰入額 2,098

固定資産減価償却費 6,335

事務委託費 188,705

諸経費 59,844

合　計 1,339,018

販売費及び一般管理費

（平成29年1月1日－平成29年12月31日）

 


